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研究要旨 

【背景】両立支援に向けてのニーズを明らかにする為に、当院の患者に対する職業調査

を行った。また職域における肝炎ウイルス検査の実施率向上の方法として協会けんぽの肝

炎ウイルス検査自己負担額を佐賀県による補助により無料化を行い、その効果をモデル医

療機関で検証した。【方法】肝臓内科外来に来院中の患者に問診票により、職業や職種、形

態、従業員数や職場への病名の告知等の調査を行った。【結果】対象患者は 405 名で男性が

43.2％、就労者は 47.4％であった。男性の就労者は 100 名、女性は 92名であり、就労者は

男性が有意に多く、男性は 70 歳以上でも就労者が認められた。男性の多くは正規職員で、

女性はパートが多かった。就労者全員では従業員数が 50 人未満で働く割合は約 40％であっ

たが、肝がんの患者では約 60％と多かった。就労者は 30％程会社へ病気の相談は行ってい

なかった。また協会けんぽ肝炎ウイルス検査自己負担金無料化により 151 人（29.2％）が

受検し、４名の新規 HCV 患者の掘り起しに繋がった。【結語】従業員数 50 人以下の中小企

業で働く肝がん患者が多く、またその職種や雇用形態は様々であり、両立支援等や肝炎ウ

イルス検査無料化の対策としては患者や企業のニーズに合わせた個別の対応が必要である。 

 

A. 研究目的 

【検討①】 

  平成 29 年度に佐賀大学医学部附属病院

肝臓糖尿病内分泌内科外来のうち肝疾患患

者への職業に関する問診表による問診を行

い、肝疾患患者の就労状況の把握と両立支

援や就労支援のニーズの掘り起こしを行い、

その対策を行う。 

【検討②】 

 職域における肝疾患対策のモデル構築 

 

B. 研究方法 

【検討①】 

佐賀大学医学部附属病院肝臓糖尿病内分

泌内科外来において 2017 年 8 月から 12 月

までに肝疾患の為に通院している就労者

405 人に図①の問診表による就労に関する

問診を自己記載で行い、回収した。 
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図①：外来患者に対する職業問診票 

 

【検討②】 

佐賀県の東部地区の協会けんぽ委託健診

医療機関において、佐賀県の協会けんぽ肝

炎ウイルス検査受検者負担無料化事業によ

り、肝炎ウイルス検査受検者負担（最高 612

円）を無料化し、2018 年 1 月に受検勧奨を

行い、受検者数の推移を調べた。対象者や

方法は以下の図②を参照。 

 
（図②） 

 

 

 

 

C. 研究結果 

【検討①】 

対象者は 405 名。男性 175 名、女性 230 名。

就労者は 47.4％であった。（図③） 

 
（図③） 

20 歳代～50 歳代まで約 80％が就労者であ

った。また 60 歳代で 47.3％、70 歳代でも

13.3％に就労者が認められた。（図④） 

 
（図④） 

女性に比べ、男性に就労者が多く、高齢者

の就労者も多かった。（図⑤） 

 

（図⑤） 

 

 

職業アンケート 
お名前                 

１．就労 している していない 

以下は、就労している方にのみご質問です。  

２．性別    男    女 

３．年代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 80 代 90 代 

４．雇用形態 正規 契約社員  パート・アルバイト  嘱託  派遣  委託  

その他（    ） 

５．職種 事務 販売・サービス 農林水産  保安・運搬・清掃  

専門・技術   建築・採掘  その他（   ） 

６．従業員数 50 未満  50～100  100～300 300～1000 1000 以上 不明 

７．職場への病気の告知     している  していない 

８．職場への相談相手  上司  管理職  人事・労働管理担当者  

産業医 産業保健師  衛生管理者  相談しない 

９．利用可能な勤務制度  短時間勤務 時差出勤 フレックス  

在宅勤務 試し出勤 業務内容変更  

知らない 
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雇用形態としては、男性に正社員が多く、

女性はパートが多かった。（図⑥） 

 
（図⑥） 

 

業種別では、事務職、販売サービス、専門

技術、その他が多く、従業員数では 50人未

満の事業所での就労者が最も多数を占め、

約 40％であった。（図⑦） 

 

（図⑦） 

 

職場への相談に関しては、どの年代でも約

30％の就労者が会社へは相談していなかっ

た。（図⑧） 

 

（図⑧） 

 

就労者の 177 人のうち、肝がんを有する患

者は 19 名（10.7％）であり、非就労者 190

人のうち肝がんを有する患者は 34 人

（64.2％）であり、非就労者に肝がんを有

する患者が多い傾向にあった。また、肝が

んを有する患者 53 人のうち、就労者は 19

人（35.8％）であり、肝がんのない患者の

就労者と比べ有意に少なかった。（図⑨） 

 
（図⑨） 

 

【検討②】 

 517 人に肝炎ウイルス検査の無料化を説

明し、肝炎ウイルス検査の受検勧奨を行っ

た。そのうち 151 人（29.2％）が受検を行

った。HCV 抗体陽性者が 4名、HBs 抗原陽性

者は 0名であった。（図⑩） 

（図⑩） 

 

D. 考察 

【検討①】 

就労中の肝疾患患者の雇用形態や職種、

従業員数は様々であり、肝がん患者も約

10％は含まれている。また、約 30％の患者



－17－ 
 

は会社との相談はなく、外来に通院してお

り、これらの就労者には両立支援に関する

ニーズがあると考えられる。非就労者の肝

がんの患者が就労者の肝がんの患者より多

い傾向にあり、診断時もしくは受診時に既

に仕事を辞めている可能性があり、仕事を

辞めた時期の検討も必要と考える。（図⑪） 

 
（図⑪） 

 

【検討②】 

 協会けんぽにおける健診で肝炎ウイルス

検査の無料化を行い、受検勧奨を行うこと

で、新たに 4 名の C 型肝炎ウイルス陽性者

を掘り起こした。しかし、無料化によって

も受検率は十分であるとは言えず、その原

因と対策については現在、詳細な検討を行

っている。 

 

E. 結論 

【検討①】 

就労中の肝疾患患者には、肝がん患者も

少なからず存在し、がん患者に対する両立

支援のニーズがある。 

 

【検討②】 

 職域での肝炎ウイルス検査の無料化は、

肝炎ウイルス検査の受検者数を増やし、肝

炎ウイルス陽性者の掘り起こしに有用であ

るが、受検率の向上への工夫が必要である。 
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